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相模原市第４次緊急経済対策について 
 

 引き続き厳しい経済情勢下において、市内の中小企業や雇用等を支援するため、平

成２１年相模原市議会７月臨時会において一般会計補正予算が可決された後、第４次

緊急経済対策を実施します。 

 

１ 契約制度の改正（契約課） 

  本年４月に緊急経済対策の一環として最低制限価格の見直しを行ったところで

あるが、建設業を取り巻く経営環境が依然として厳しいことから、再度、最低制限

価格の引上げ（約２％）を行い、７月１日以降に入札公告を行う案件から適用した。 

 
２ 土木工事における工事完成図書の簡素化（技術監理課） 

  請負者の業務の合理化と軽減を図るため、本市発注の土木工事における工事完成

図書を簡素化した。 
（１）対象工事 設計金額１３０万円超え５００万円未満の土木工事 
（２）適用 平成２１年度発注工事から適用 
（３）内容 出来形管理図表の省略等 
 

３ 住宅の耐震化促進策の拡充（建築指導課） 

  地域の安全性の確保と地域経済の活性化を図るため、耐震改修等補助制度を拡充

する。 
（１）対象建築物 

 昭和５６年５月３１日以前に建築された階数が２以下の在来工法の戸建て

木造住宅とする。また、基準日以降に増築を行った住宅についても新たに補助

対象とする。 
（２）補助対象者 住宅を所有し居住している者 
（３）助成概要 

    区 分 補助率 限度額 

現地耐震診断 ４／５以下 
（現行３／５以下） 

８万円（現行６万円）

耐震改修工事 
耐震１／２以下 ８０万円（現行５０万円）

防火１／２以下 ５０万円 

高齢者世帯等割増（新規） 加算額 ２０万円 

基準日以降の増築部分 既存部分（基準日以前）の１／２以下 

その他 
耐震改修計画書への助成、立会い費への助成、融

資制度（４００万円）、利子補給制度２．２％等

（４）実施時期 ９月１日 
 

４ 国の平成２１年度補正予算に伴う経済対策 

政府が本年４月１０日に決定した「経済危機対策」に基づき、国会に提出した国
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の平成２１年度補正予算が５月２９日に成立したことに伴い、本市では、７月補正

予算で対応する事業を第４次緊急経済対策として位置づけ、総額６６億２，０００

万円の事業を実施する。 

区 分 主な内容（単位：千円） 
予算額 

（単位：百万円）

就労支援 

＊ 緊急雇用創出事業 

（地域産業界の人づくり事業、経営実態調査等 13 事業で新規

雇用者 66 名を創出）（100,000） 

＊ 母子家庭等自立支援事業 

（母子家庭等高等技能訓練促進費の支給期間及び支給額の

拡大）（28,000） 

１２８

中小企業・商

業者等支援 

＊ 中小企業景気対策特別融資預託金の増額 

（1,000,000） 

＊ 中小企業製品開発等支援事業（30,000） 

＊ 中心市街地緊急対策事業（40,000） 

１，０７０

子育て支援 

＊ 子育て応援特別手当の支給（722,000） 

＊ 児童クラブ緊急整備（5館）（20,500） 

＊ こどもセンターの修繕（16,000） 

７５９

医療・福祉 

の充実 

＊ がん検診の無料化（87,400） 

＊ 特定不妊治療費助成の拡充（38,900） 

＊ 市立デイサービスセンター修繕等（40,000） 

（車椅子用入浴機器の更新、空調修繕） 

２６９

安全・安心の

まちづくり

の推進 

＊ 既存木造住宅耐震化の促進（5,300） 

＊ 防犯灯の設置・修繕（48,700） 

＊ 新型インフルエンザ対策（64,400） 

＊ 交通安全施設整備事業（37,700） 

（横断防止柵、カーブミラー等の設置） 

＊ 防災資機材整備費（8,700） 

（津久井地域への携帯用発電機及び投光器の配備） 

２２０

スクール・ニ

ューディー

ル構想の推

進 

＊ 太陽光発電設備の整備（30,000） 

（旭小学校、谷口中学校、新町中学校） 

＊ 地上デジタル関連の整備 

（小中学校校内ＬＡＮ環境、地デジ対応アンテナ、情報通信

機器等）（1,087,300） 

１，１１７

その他 

＊ 西側地区市街地再開発事業の促進（2,367,000） 

＊ 道路維持補修工事（箇所指定分）（85,000） 

＊ 北清掃工場の外壁補修等（285,000） 

３，０５７

合  計（担当セクション ４１課・所） ６，６２０

 
お問い合わせ先  産業振興課 ０４２－７６９－８２３７（直通） 


